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様式３

※赤書きの部分は前回の委員会からの変更点

事業の概要及び再評価に係る資料

事 業 概 要

　事業内容：
　　農業用用排水施設（畑地かんがい施設）
　　　配水路　　 A=74.0ha
　　　末端整備　A=407.3ha
　　農道整備　L=1.8km　W=5.5(7.0)m
　　営農飲雑用水施設　L=14.01km
　全体事業費：１，４２６，０００千円
　事 業 期 間：平成２４年度～令和７年度（2012年度～2025年度）

再評価の理由
　鳥取県公共事業評価実施要綱第６条（１）別表「農林水産省」２
　：事業採択後10年を経過している継続中の事業

未着手又は事
業が長期化して
い る 理 由

下記の理由により事業が長期化したもの。

・畑地かんがい施設の末端整備及び営農飲雑用水施設を平成30年度（2018年度）に計
画変更して追加し、事業量が増加した。

・県の要求額に対し、国の予算配分が抑制された時期(平成２５～２７年度（2013～2015
年度））があり、畑地かんがい用水を受益農地へ行き渡らせるための配水路の整備を優
先したことから、末端整備、農道整備及び営農飲雑用水施設整備の実施が遅れた。

・農道整備において用地取得が難航したため、工事着手が遅れた。

・営農飲雑用水施設について、新水源の適地の選定に時間を要した。

フ リ ガ ナ

事 業 名 県営
ケンエイ

畑地帯総合整備事業
ハタチタイソウゴウセイビジギョウ

（中山
ナカヤマ

３期
キ

地区
チ ク

）

事 業 種 別 　　　補助　　　交付金　　　県単独

フ リ ガ ナ

事 業 箇 所 西伯郡
サイハクグン

大山町
ダイセンチョウ

前
回
評
価
の
概
要
等

評 価 年 度

事 業 概 要

諮 問 理 由

答 申 結 果

評 価 の
実 施 経 緯

事前評価 再評価

審 議 の 概 要

付 帯 意 見

付 帯 意 見 の
対 応 状 況

1/7

4



（２）必要性 【計画変更時点】

農業用用排水施設（畑地かんがい施設）
　本地域の畑地は、昔から水不足地帯であり、営農は天候に左右されて安定しないこと
から、農作物の安定的な収量・品質の確保が困難であり、農業用水の確保のため、恒
久的なかんがい施設の整備が必要とされている。
　また、これまでかんがい用水の運搬及び畑地への散水には多大な労力を要しており、
この労力軽減を図るため、農地ごとにかんがい用水を供給し散水する末端整備が必要
である。

【計画変更時点からの変更点及びその要因等】

１　事業の概要

（１）事業目的 【計画変更時点】

　本地区は、大山山麓の畑地を中心とした農地に、国営大山山麓総合農地開発事業と
一体化を図り、畑地かんがい施設、農道整備、及び営農飲雑用水施設を総合的に実施
することにより、農作業の省力化、計画的作付、農作物（ブロッコリー、芝、梨、ネギ等）
の高品質化、輸送の合理化等を推進し、効率的で安定的な農業経営を確立するととも
に農村生活環境の改善を図り、地域の活性化に寄与する。

【計画変更時点からの変更点及びその要因等】

変更なし

変更なし。

農道整備
　既存農道の幅員が狭く車両のすれ違いが困難なため、農作物輸送車両の大型化に
よる効率的な農作物輸送ができず、また地域農家の通作時及び生活道利用時に事故
の恐れがあるなど、営農面・生活面で支障が生じており、良好な農作物流通経路の確
保、及び営農者の生活環境の改善を図るため、農道整備が必要である。

営農飲雑用水施設
　現在の営農飲雑用水施設は、国営大山開拓建設事業（昭和24～39年度（1949～
1964年度））、及び農村総合モデル事業（昭和57年度（1982年度））により整備された開
拓専用水道で、農業生産と農村生活の両面を支える施設であるが、水源が湧き水から
の取水のため水量が不安定で、かつ濁水等の混入の恐れがあること、また老朽化に伴
う既設水道管の破損による漏水が発生し、地域に必要な営農飲雑用水の水量及び安
全性の確保が困難となっている。
　農家経営の安定と農村生活環境の改善を図るため、老朽化した施設の更新整備及び
新水源地の整備が必要である。
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（３）効果 【計画変更時点】

農業用用排水施設（畑地かんがい施設）
畑地かんがい施設の整備によりかんがい用水が確保されることで、以下の効果が見込
まれる。
・農作物の収量が増加し、販売額が増加する。
・農作物の品質向上により、生産物単価が増加する。
・かんがい用水の運搬及び散水労力が低減する。
・必要な時期に必要なかんがい用水を確保ができ、収益性の高い作物への転換が可能
となる。

農道整備
農道の新設・改良により、以下の効果が見込まれる。
・既存農道の拡幅により農作物輸送車両の大型化が可能となり、輸送コストが低減す
る。
・また、車両のすれ違いが可能となることで輸送時間が短縮するとともに、地域農家の通
作時及び生活道利用時における事故発生が抑制される。

営農飲雑用水施設
営農飲雑用水として必要な用水が安全かつ安定して確保されることで、以下の効果が
見込まれる。
・施設の機能が損失した場合に必要となる代替え措置（他からの用水運搬や井戸整備）
が不要となる。
・家畜の飼養の安定が図られる。
・地域農家の生活環境の改善が図られる。

【計画変更時点からの変更点及びその要因等】

変更なし。
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（４）事業内容

項目
（平成30年度）

(2018年度)
計画変更時点

（令和4年度）
(２０２２年度)

今回再評価時点
増減

農業用用排水施設
（畑地かんがい施設
： 末 端 整 備 ）

407.3ha 変更なし -

農業用用排水施設
（畑地かんがい施設
： 配 水 路 ）

74.0ha 変更なし -

営農飲雑用水施設 14.01km 変更なし -

農 道 整 備
W=5.5.(7.0)ｍ

1.8km
変更なし -

【計画変更時点からの変更点及びその要因等】

変更なし

（５）根拠法令、関
連事業、特記事項
等

【事業根拠法令】
土地改良法

【関連事業】

国営大山山麓総合農地開発事業（S47～H14(1972～2002))
県営畑地帯総合整備事業中山地区（H6～H19(1994～2007)）
県営畑地帯総合整備事業中山２期地区（H19～R7(2007～2025)）
県営畑地帯総合整備事業中山４期地区（今後実施予定）

【特記事項】

財 源 内 訳

国50%
県27.5%
町10%
地元12.5%

変更なし -

特になし
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２　再評価のための資料

（１）事業進ちょく
状況等 項目

（平成30年度）
(2018年度）
計画変更時点

（令和4年度）
(２０２２年度)

今回再評価時点
増減

事業採択年度 Ｈ24(2012) 変更なし －

着工年度 Ｈ24(2012) 変更なし －

完了予定年度 R7(2025) 変更なし －

事業期間 14年 変更なし －

進ちょく率 43.6% 59.9% +16.3ポイント

全体事業費 14.37億円 14.26億円 -0.11億円

投資事業費 6.26億円
8.54億円

（R4年度末見込）
＋2.28億円

うち用地進ちょく率 18.0% 26.0% ＋8.0ポイント

うち工事進ちょく率 46.9% 52.7% ＋5.8ポイント

【計画変更時点からの変更点及びその要因等】

　再評価時の全体事業費は、計画変更時の全体事業費の以降残事業費に対し、国が
工種毎に定める自然増減率（労務費・材料費・機械損料等の物価変動増減率）を、本
地区で実施する各工種（畑かん施設、農道、営農飲雑用水）に乗じて算定している。
　畑地かんがい施設の材料費がR2及びR3年度(2020及び2021年度)に下落したことが
理由で全体事業費が減額となっている。

（２）事業を巡る社
会情勢等の変化

【現状での課題】
（畑地かんがい施設の末端整備）
　畑地かんがい施設の配水路は共同給水栓まで整備済みで、受益農地に必要なかん
がい用水を供給する環境整備は完了し、現在は更なる営農に係る労力軽減を図るため
の末端整備を進めているところ。
　令和５年度（2023年度）を目途に残りの末端整備の要望内容をとりまとめ、その内容を
踏まえ実施設計及び整備を実施し、令和７年度（2025年度）までに完成予定。

（農道整備）
　農道は用地交渉が難航したこと、及び畑地かんがい施設の整備を最優先に進めてい
たことから、工事着手が遅延していた。現在、畑地かんがい施設の用水路等整備が完
了し、地元関係者及び大山町と協力しながら地元交渉を進めた結果、令和３年度（2021
年度）から一部区間の工事に着手した。現在までに同意が得られていない地権者に対
して令和６年度（2024年度）までを目処に交渉を継続し、令和７年度（2025年度）までに
完成予定。

（営農飲雑用水施設）
令和３年度（2021年度）に水源調査が完了した。令和４年度（2022年度）から施設の設
計及び整備に着手し、令和７年度（2025年度）までに完成予定。

【地域の協力体制】

中山地区畑地土地改良区及び大山町役場の協力のもと事業を推進している。

【関連事業との整合性の変化】

特になし。

【地域の事業に対する社会的評価】

　畑地かんがい施設の配水路は完成し、受益農地にかんがい用水を行きわたらせる基
盤が整った。現在、各農地にかんがい用水を供給するための末端整備を進めていると
ころで、今後、農作物の品質ならびに収量の安定・向上が見込まれる。

【その他】

　事業の主要工種である畑地かんがい施設の配水路は最優先に整備した結果、令和３
年度（2021年度）までに完成した。
　現在は畑地かんがい施設の末端整備を進めていくとともに、地元農家から早期完成を
要望されている農道及び営農飲雑用水施設の整備に着手している。
　事業費の一部を負担する大山町は、必要な予算を計上して計画工期内完成を図って
いく考えである。
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・社会的割引率　：　4％

・便益算定期間　：　工事期間＋40年

（単位：千円）

※上記の事業費は、（１）記載の全体事業費ではなく費用便益計算上使用する事業費

【費用の変化】
再評価時点における費用対効果算定については、下記の変更事項を反映している。

（作物生産効果）
・農作物の出荷価格について、最新のＪＡ等への聞き取りや国統計資料等に基づき更
新。
（品質向上効果）
・かんがいによる作物の品質向上に伴う出荷価格の上昇率について、ＪＡへ聞き取りした
最新の等級別出荷価格に基づき更新。

（営農経費節減効果）
・最新の国通知に基づく労働単価、機械経費及び各種係数を更新。
・家畜頭数について、最新の聞き取り調査に基づき見直し。
（営農に係る走行経費）
・ブロッコリー集出荷施設の新設に伴い輸送経路及び走行距離の見直し。

【事業期間】

その他費用（関連事業費＋資
産価額＋再整備費用）

当該事業費

費用項目

総費用（現在価値化）（Ｃ）

作物生産効果

便益項目

営農経費節減効果

品質向上効果

158,350 196,979

106,606 98,488

676,563 598,247

年総効果（便益）額　合計

地積確定効果

維持管理費節減効果

地域用水効果

営農に係る走行経費節減効果

5,707 5,707

景観保全効果

生活用水確保効果

総便益額（現在価値化）（Ｂ）

一般交通等経費節減効果

費用便益比　Ｂ／Ｃ

25,919,129 33,558,434

▲ 34,966 ▲ 34,966

115,135 121,996

1.351.43

164,500 164,500

43,613 43,613

（３）費用対効果分
析の要因の変化

変更なし。

【費用対効果分析の結果】

　費用便益比Ｂ／Ｃ＝１．３５（計画変更時点C＝１．４３）
　※「土地改良事業の費用対効果分析マニュアル（平成19年(2007年)3月28付18農振
第1597号農村振興局企画部長通知）」により算定

【費用便益比の計算】

項　　目

- -

2,845 2,845

1,238,353 1,197,409

（令和4年度）
(2022年度）

今回再評価時点

（平成30年度）
(2018年度）
計画変更時点

1,218,704 1,504,240

16,910,988 23,429,093

18,129,692 24,933,333
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・施工中に貴重な動植物を発見した場合、直ちに関係機関へ報告し、近くの安全な場
所に移動する。
・施工中は排出ガス対策型建設機械の使用や、適切な廃棄物の処理を行うよう努める。
・施工中に発生した泥は、そのまま流れ出ないよう対策を講ずる。

【事業着手時点からの変更点及びその要因等】

変更なし

（４）コスト縮減の
取り組み

【実績】
・管水路敷設や農道整備等に安価な再生材（砂、砕石、アスファルト）を使用している。

【今後の見込み】

・今後も引き続き再生材を使用してコスト縮減を図る。

（５）環境への影
響・配慮

【想定される影響】
・農道工事等における掘削や工事周辺の踏み荒らしによる動植物の生育環境の破壊。
・工事の騒音や振動による影響。
・農道工事における掘削時に降雨等で発生した泥が流出した場合の周辺への影響。

【影響を回避又は軽減する方法】

7/7

10



11



12



13



14



15



16



17



18



19



20



21



22



23



24



25



様式３

審 議 の 概 要

本事業については、事業費の増額や最新の将来交通量の推計結果等を踏まえた費用
便益比の再算定について検証を行った。また、審議にあたっては、利便性、風の影響、
環境配慮対策等について現地で確認した。更に産業振興・地域活性化など費用便益比
のみでは表せない定性的効果もあわせて検証し、審議した結果、継続が妥当と判断し
た。

前
回
評
価
の
概
要
等

評 価 年 度 　令和２（２０２０）年度、再評価

諮 問 理 由
鳥取県公共事業評価実施要綱第６条（２）
：社会情勢の変化等により知事が必要と認める事業（事業費が増加したことから再評価が
必要であると判断されるため）

事 業 概 要

事 業 概 要
道路延長：０．４ｋｍ、総事業費：８５．０億円（国施工分含む）
事業期間：平成２９（２０１７）年度～令和８（２０２６）年度

計 画 延 長：０．４ｋｍ
幅         員：６．５（１１．０）ｍ
全体事業費：１１０．０億円（見直し前：８５．０億円）（国施工分含む）
事 業 期 間：平成２９(２０１７)年度～令和８（２０２６）年度

答 申 結 果 妥当

付 帯 意 見 特になし

付 帯 意 見 の
対 応 状 況

該当なし

事業の概要及び再評価に係る資料

再評価の理由
鳥取県公共事業評価実施要綱第６条（２）
：社会情勢の変化等により知事が必要と認める事業（事業費が増加したことから再評価が
必要であると判断されるため）

未着手又は事
業 が 長 期 化し
て い る 理 由

評 価 の
実 施 経 緯

フ リ ガ ナ

事 業 名 一般
イッパン

国道
コクドウ

３１３号
ゴウ

道路
ドウロ

改築
カイチク

事業
ジギョウ

（北条
ホウジョウ

倉吉
  クラヨシ

道路
  ドウロ

（延伸
エンシン

））

事 業 種 別 　　　補助　　　交付金　　　県単独

フ リ ガ ナ

事 業 箇 所 東伯郡
トウハクグン

北栄町弓原
ホクエイチョウユミハラ

事前評価
平成28年度
（２０１６年度）

再評価
令和２年度

（２０２０年度）
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－

約４００ｍ
(ジャンクション)

変更なし －

有効幅員　６．５ｍ
全体幅員 １１．０ｍ

変更なし －

国５５％、県４５％ 変更なし －

ジャンクション
15,500台/日

ジャンクション
16,400台/日

900台/日

4,575台/日
（Ｈ２７（２０１５）

センサス）
変更なし －

【前回評価時】

変更点なし

【前回評価時】（２）必要性

（１）事業目的

(2020年)
前回評価時点

(2022年)
今回再評価時点

第１種３級 変更なし

４０ｋｍ/時 変更なし設 計 速 度

計 画 延 長

計 画 幅 員

財 源 内 訳

項目

現 況 交 通 量

１　事業の概要

・高規格幹線道路「山陰道(北条道路)」及び地域高規格道路「北条湯原道路（一般国道３
１３号）」の自動車専用道路を相互に完全立体交差型のジャンクションで接続することによ
り、円滑で快適かつ安全な道路サービスを提供する。
・ジャンクションによる広域的な高速道路ネットワークの形成により、広域的な観光交流、
企業誘致や民間投資の誘発など、社会資本の生産力向上効果がある。
・併せて北条湯原道路にハーフインターチェンジを設置することで、北条ジャンクション周
辺地域のアクセスや利便性を高める。

【路線の機能】
・北条湯原道路は、鳥取県中部地方生活圏と岡山県真庭地方生活圏を結び、山陰道と
一体となって広域的な道路ネットワークの形成を図る路線である。
【現道状況】
・現在、一般国道３１３号と一般国道９号は平面交差で接続しており、利用交通は一旦停
止する必要がある。
・ 県中部の中心都市である倉吉市には白壁土蔵群や打吹公園などの観光地や西倉吉
工業団地などの産業集積地があり、このアクセスとして、北条湯原道路は重要な役割を
担っているが、高速道路ネットワークが形成されていないため、自動車専用道路としての
効果が十分に活かされていない状況にある。
【事故状況】
・事故件数８１件（一般国道９号で北条ジャンクション計画地付近）
（Ｈ８（１９９６）～Ｈ３１（R1）（２０１９）：うち死亡事故２件、重傷事故13件）

・事故件数８９件（一般国道９号で北条ジャンクション計画地付近）
（Ｈ８（１９９６）～Ｒ３（２０２１）：うち死亡事故３件、重傷事故１3件）

変更点なし

【前回評価時点からの変更点及びその要因等】

【前回評価時点からの変更点及びその要因等】

【前回評価時点からの変更点及びその要因等】

道 路 規 格

【前回評価時】（３）効果

（４）事業内容

計 画 交 通 量

【交通の円滑化・交通安全】
・完全立体型のジャンクションとするため停止の必要が無く、円滑な道路サービスを提供
できる。また、交通が平面交差しないため事故減少の効果がある。
【産業振興・観光振興】
・ジャンクションが整備され山陰自動車道と共に高速道路ネットワークが形成されれば、企
業誘致や観光プロモーションなどに効果があり、雇用の拡大、観光交流など産業や観光
の振興に寄与する。

増減

－
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-

Ｒ８（２０２６） 変更なし -

変更なし

Ｈ２９（２０１７） 変更なし

-

-

完 了 予 定 年 度

２　再評価のための資料

(2020年度)
前回評価時点

(2022年度)
今回再評価時点

Ｈ２９（２０１７）

（５）根拠法令、関
連事業、特記事項
等

最新の交通量推計基礎データにより計画交通量の見直しを実施。

【前回評価時点からの変更点及びその要因等】

【事業根拠法令】
道路法

【関連事業】

・山陰道「北条道路」
・地域高規格道路「北条湯原道路」における各事業
　※詳細は「２再評価のための資料（２）事業を巡る社会情勢等の変化」

【特記事項】

なし

（１）事業進ちょく状
況等

１０年 変更なし

【前回評価時点からの変更点及びその要因等】

投 資 事 業 費

増減項目

事 業 採 択 年 度

着 工 年 度

事 業 期 間

全体事業費の増
　※要因は「（３）費用対効果分析の要因変化」参照

１３．５億円
（Ｒ２（２０２０）年度予算まで）

　４７．８億円
（Ｒ４（２０２２）年度末見込）

＋３４．３億円

進 ち ょ く 率 １５．８％
（Ｒ２（２０２０）年度予算まで）

４３．４％
（Ｒ４（２０２２）年度末見込）

＋２７．６ポイント

うち工事進ちょく率 ３．２ ％
（Ｒ２（２０２０）年度末時点）

３８．９％
（Ｒ４（２０２０）年度末見込）

全 体 事 業 費 ８５．０憶円 １１０．０億円 ＋２５．０億円

うち用地進ちょく率 ０％
（Ｒ２（２０２０）年度末時点）

１００％ ＋１００ポイント

＋３５．７ポイント
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【現状での課題】

山陰道「北条道路」の令和８（２０２６）年度開通予定が公表されたことにより、当事業にお
いても令和８（２０２６）年度に開通させる必要がある。

【地域の協力体制】

　令和４（２０２２）年７月　用地買収完了

【参考（前回評価時の状況）】
地元関係者の協力はほぼ得られている。（全体説明会時点）
今後、関係地権者と協議し用地買収予定。

【関連事業との整合性の変化】

〔山陰道「北条道路」〕
　山陰道「北条道路」　令和元（２０１９）年12月開通時期公表（令和８（２０２６）年度開通予
定）
〔山陰道「鳥取西道路」〕
　山陰道「鳥取西道路」　令和元（２０１９）年５月供用開始
〔地域高規格道路「北条湯原道路」関連（県外）〕
　国道３１３号初和下長田道路（岡山県）　令和２（２０２０）年10月バイパス区間供用開始

【参考（前回評価時の状況）】
〔地域高規格道路「北条湯原道路」関連（県内）〕
　国道３１３号北条倉吉道路 平成１９（２００７）年３月暫定供用開始
　国道３１３号倉吉道路　実施中（平成２５（２０１３）年６月一部供用開始）
　国道３１３号倉吉関金道路　実施中
　国道３１３号犬挟峠道路 平成９（１９９７）年10月供用開始
〔地域高規格道路「北条湯原道路」関連（県外）〕
　国道３１３号初和下長田道路（岡山県）　実施中
　国道３１３号（熊居工区）（岡山県）　平成14（２００２）年12月供用開始
　国道３１３号（湯本工区）（岡山県）　平成２（１９９０）年10月供用開始
　国道３１３号（禾津工区）（岡山県）　平成17（２００５）年７月供用開始

【費用の変化】以下の理由により、増額する必要が生じた。

【橋梁の耐震設計による変更】
・追加の地質調査や橋梁の３次元立体解析をふまえた耐震設計の結果、地震時の液状
化による橋梁への影響が当初設計時よりも大きくなることが判明し、その対策として橋脚
基礎の杭本数を増加する等の構造の変更が必要になったことによる増額。
【橋脚工事における仮設土留設置箇所の追加】
・橋脚工事のための掘削にあたり、地下水位が高くポンプ排水では止水が困難な箇所に
ついて仮設土留めを追加設置することによる増額。
【現場内迂回路の設置】
・工事に伴う国道313号北条倉吉道路（北栄IC～国道９号間）の全面通行止め期間をでき
るだけ短くするため、現場内に迂回路を設置することによる増額。
【調整池の整備】
・道路排水計画について地元調整をふまえた結果、事業区域内に調整池を整備すること
による増額。
【他工事発生土の土質改良】
・盛土に利用する他工事発生土のうち、土質が想定以上に悪い土については、近隣地で
の一時仮置き及び土質改良（セメント混合）を実施することによる増額。
【橋梁工事施工歩掛等の改定】
・令和４（２０２２）年度から橋梁工事の施工歩掛及び労務費が改定されたことにより橋梁工
事費を再算定した結果による増額。

【事業期間】

変更なし

山陰道「北条道路」の開通時期が公表されたことから、山陰道「北条道路」と地域高規格
道路「北条倉吉道路」を連結する当事業においても、山陰道「北条道路」と一体的な開通
を目指した早期整備の期待が高まっている。

【その他】

【地域の事業に対する社会的評価】

なし

（２）事業を巡る社
会情勢等の変化

（３）費用対効果分
析の要因の変化
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（単位：百万円）

①今後も上記①②によるコスト削減を図る

項　　目
(2020年度）

前回評価時点
(2022年度）

今回再評価時点

費用項目

【費用対効果分析の結果】

費用便益比Ｂ／Ｃ＝1.05（前回R２（２０２０）評価時１．１１）
※「鳥取県道路事業評価マニュアル（案）」及び「費用便益分析マニュアル（令和４（２０２
２）年２月国土交通省道路局都市・地域整備局）」により算定

【費用便益比の計算】

事業費 ７１．０億円 ９８．０億円

維持修繕費 ０．５億円 ０．６億円

１２．６億円 １４．０億円

交通事故減少便益 ８．６億円 ７．８億円

総費用（Ｃ） ７１．５億円 ９８．６億円

便益項目

（４）コスト縮減の
取り組み

（５）環境への影
響・配慮

総便益（Ｂ） ７９．２億円 １０３．８億円

費用便益比　Ｂ／Ｃ 1.11 1.05

【実績】

①再生資材（砕石・アスファルト等）を使用する。
②盛土材料は可能な限り他事業の残土を流用し、建設費用を抑える。

【今後の見込み】

【想定される影響】

① 工事中の騒音・振動による影響
② 工事中の濁水による影響
③ 建設副産物の処理

【影響を回避又は軽減する方法】

① 騒音・低振動工法、同建設機械の採用による対策を実施
② 沈砂池等の濁水対策を実施
③ 建設発生土の有効利用、再生資源の利用促進、廃棄物の発生抑制、分別の徹底、
再資源化、適正処理を推進

【前回評価時点からの変更点及びその要因】

変更なし

走行時間短縮便益 ５８．０億円 ８２．０億円

走行経費減少便益
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